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 資料 No. ２ー２  

前回調査（令和４年度）との変更点 

 

１．回答方法 

  前回調査では、郵送での回答に加えインターネット上での回答も可能にしたが、回答率が紙 9割インターネット１割で回答率が低かったことから、集計

等事務の効率化も踏まえ郵送のみに戻す。 

 

２．調査票 

調査票 設問 No. 変更内容 変更理由 

すべて  全ての調査票の年数及び担当課を修正する。 前回調査時からの時点変更をする。 

すべて  全ての調査票の漢字に、ルビを追記する。 漢字の読みが困難な方へ配慮するため。 

すべて  最初のリード文に「回答は任意となりますが」を追記する。 
「この調査は絶対に回答しなければならな

いのか」との問い合わせが毎回多いため。 

A～E 問 4 

次の設問を追記する。 

・あなたは、次の診断等を受けたことがありますか。あてはまる番号すべてに○をつ

けてください。 

１．強度行動障害   ２．高次脳機能障害  ３．医療的ケア 

４．難病（指定難病） ５．発達障害  ６．１から５の診断等は受けたことがない 

重度障害者等の就労や支援ニーズを把握す

るため。 

D 問 6～8 
「施設に入所して暮らしたい」を、「引き続き、施設に入所して暮らしたい」に修正す

る。 

回答者が施設入所者のため、よりわかりや

すい表現に変更する。 

E 問 17 

次の設問を追記する。 

・あなたは現在、就労していますか。あてはまる番号に１つだけ○をつけてください 

１．１年以上継続して就労している ２．過去１年の間に、就労した    

３．就労していないが、障害者施設等へ通所している 

４．就労していないし、障害者施設等へも通所していない  

他の調査票と同様に、高齢者の就労状況も

把握するため。 
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A～C 

D・E 

F1～F5 

問 32 

問 20・26 

I 問 10 

「相談したが断られた」の選択肢を追記する。 
相談支援専門員が不足している実態を把握

するため。 

A～C 

D・E 

F1～F5 

問 35 

問 22・29 

I 問 18 

次の設問を追記する。 

・あなたは、日常生活の中で、次の方法で情報を入手していますか。入手している方は、

あてはまる番号すべてに○をつけてください。 

１．テレビ  ２．ラジオ  ３．新聞  ４．市政だより  ５．インターネット 

６．その他                    

障害のある人向けの広報手段を検討するた

め。 

A～C 

D・E 

F1～F5 

問 36 

問 23・30 

I 問 19 

次の設問を追記する。 

・あなたは、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消

法）」という法律があることを知っていますか。どちらか１つの番号に○をつけてくだ

さい。 

１．知っている  ２．知らなかった 

差別解消法の周知を検討するにあたり、法

律の認知度を把握したいため。 

A～C 

D・E 

F1～F5 

問 38 

問 25・32 

I 問 21 

次の設問を追記する。 

・差別されたと感じたとき、どのように対応しましたか。あてはまる番号すべてに○を

つけてください。 

１．相手に直接伝えた   ２．家族や友人など、身近な人に相談した 

３．公的機関に相談した  ４．誰にも言わなかった 

差別解消法関連で、差別があったときに諦

めて何もしない人が多いのか把握したいた

め。 

F1～F5 I 問 9 の前

★次の表をご覧になってから、後の質問にお答えください。の表内、相談窓口の「長

岡市こども家庭センターこども発達相談室」について、名称及び内容を変更する。 

①名称：子ども家庭センター→こども家庭センター 

②内容：就学前の子ども成長→子どもの成長 

① 組織変更によるもの 

② 就学前と就学後のどちらも対象となっ

たため。 
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F1～F5 I 問 9 の前

★次の表をご覧になってから、後の質問にお答えください。の表内、相談窓口の「子

ども・青少年相談センター」について、内容を変更する。 

・「発達障害」を削除し、「就労」を追記する。 

発達障害は、こども家庭センターで対応の

ため。就労の相談もしているため。 

F1～F5 I 問 12 
「希望する方に市が配布している相談支援ファイル」のうち、「希望する方に市が配布

している」を削除する。 

令和７年度から、配布方法を変更したた

め。（市の直接配布からホームページのダ

ウンロード等へ変更） 

F1～F3 I 問 13～17 「在宅福祉サービス」を「在宅福祉サービス等」に変更する。 
ファミリー・サポート・センターは、在宅

福祉サービスではないため。 

F2～F4 I 問 13 「保育所等訪問支援」の選択肢を追記する。 
就学後で、保育所等訪問支援のみを利用し

ている人もいるため。 

F5 I 問 13 「児童発達支援」の選択肢を追記する。 
就学していない 18 歳までは、利用できる

サービスのため。 

F2 

F3～F4 

Ⅱ問 15 

Ⅱ問 16 
選択肢１の上級学校に注記を追記する。 わかりやすくするため。 

 


